
事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

2,033,150

令
和
4
年
度

担当者名 内線

550,000

287,000

・国が行う経営所得安定対策事業に参加した。
・農業経営の合理化を目的として農業機械、施設等の資本整備を図るため農業近
代化資金の借受者の１件に対し、利子補給金を交付した。
・農業近代化施設導入事業費補助金を交付した。（１４件）
・農業用包装資材購入事業費補助金を交付した。（１６件）
・中川農地受け手４件、出し手６件に補助金を交付した。
・八潮市農業経営者支援給付金を８７件に交付した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

3

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

6,593,000

国

農業近代化資金利子補給条例等

内部職員

10,394,270

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1603000

・米政策の見直しにかかる基本方針に基づく地域協議会別の「生産
の目安」に基づく数量を達成するため、米作農家の経営所得安定対
策事務を行う。
・埼玉県農業共済組合の事業への補助を行う。

その他事業
事業の対象

11

位置付け

842臼倉進一

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

・国が行う経営所得安定対策事業に参加した。
・農業経営の合理化を目的として農業機械、施設等の資本整備を図るため農業近
代化資金の借受者の１件に対し、利子補給金を交付した。
・農業近代化施設導入事業費補助金を交付した。（１１件）
・農業用包装資材購入事業費補助金を交付した。（１５件）
・中川農地受け手へ３件、出し手へ２件に補助金を交付した。
・八潮市農業経営者支援給付金を８６件に交付した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

7,143,000

物件費

7,056,435

委員報酬

事業費（A） 10,888,315

577,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

16,264,000

国庫支出金

施策の柱(章)

経営体支援事業

1

産業経済・観光

農業の担い手の育成・確保

1

項

R3決算

・農業近代化施設導入事業及び、市内農産物ＰＲ目的の包装用資
材購入事業を支援する。
・県からの地域協議会別の「生産の目安」による米の生産と、水
田を活用した作物の生産により、経営所得の安定を図る。
・中川周辺農地における農業経営の安定化及び分散した農地の集
約化を図り、質の高い農産物の生産を支援する。

16,841,000

R4予算 R4決算

その他

477,964

普通建設事業費

494,045

単位：円

6,578,471

県支出金

市債

その他

0.50

計画

2,033,000

18.5%

―

276,000

6,780,435

0.50

10,659,185

―

近代化施設導入

職員人件費（B）

単位

25.6%

3,745,296

10,928,000

―

34.6%

3,785,000

一般財源

0.50

20,657,500

令
和
5
年
度

実績

11

7

3,816,500

6,856,000

総事業費（A+B）

8,855,165

14,633,611

人件費率（B/（A+B））

14,808,000

33.8%

3,602,750

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.50

64.7%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

7

・国が行う経営所得安定対策事業に参加する。
・農業経営の合理化を目的として農業機械、施設等の資本整備を図るため農業近
代化資金の借受者に対し、利子補給金を交付する。
・農業近代化施設導入事業費補助金を交付する。
・農業用包装資材購入事業費補助金を交付する。
・中川農地受け手及び中川農地出し手へ経営基盤強化のための補助金を交付す
る。

活動指標名

14
件

実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績

361



■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

・遊休農地化を防ぐために、農業経営基盤強化促進法に基づく利
用権の設定等を促進するため、農業者に対し、将来の目標地図等
を含めた地域計画を定める。地域計画をの中心経営体に国費を投
入できるため、市内外から担い手を確保する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加

●

● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
・年々、後継者不足による農業者の高齢化が進み、調整区域内農
地の遊休農地化が懸念される。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

農業近代化施設導入事業について、１４件の申請があり、概ね順
調である。
中川周辺地区の農地において、農地利用権の設定が６件あった。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

農業の担い手へ農地を集積・集約化するとともに、法人化等を支
援することで経営力の向上を図る。また、営農活動を支援してい
くために農業近代化施設導入事業の啓発に努め、生産基盤の整備
を推進する。
国の農業施策の動向を踏まえ、事業の拡充に向けた体制の強化に
ついて検討する。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

活動指標は、農業近代化施設導入事業について、７件の目標に対し、１４件
で目標件数を上回る申請があった。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した

362



事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

125,000

・八潮市青耕会に補助金を交付し、当会の事業及び農業後継者の育成を支援し
た。
・八潮市園芸協会に補助金を交付し、当協会の事業を支援した。
・農業公社就農予備校の就学者に助成金を交付した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

3

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

720,000

国

内部職員

606,000

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1603000

・八潮市青耕会の事業を支援する。
・八潮市園芸協会の事業を支援する。
・埼玉県立農業大学校の就学、海外農業研修会の啓発及びに助成金
を交付する。
・認定農業者を対象に企業的農業経営感覚育成のための研修会、講
習会を開催する。

その他事業
事業の対象

21

位置付け

842臼倉進一

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

・八潮市青耕会に補助金を交付し、当会の事業及び農業後継者の育成を支援し
た。
・八潮市園芸協会に補助金を交付し、当協会の事業を支援した。
・県立農業大学校の就学者に助成金を交付した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

845,000

物件費

240,000

委員報酬

事業費（A） 607,000

25,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

720,000

国庫支出金

施策の柱(章)

農業の担い手育成事業

1

産業経済・観光

農業の担い手の育成・確保

1

項

R3決算

・農業後継者及び意欲ある農業者を対象に認定農業者の育成確保
を図る。
・農業の担い手となる農業従事者の確保と後継者の育成を支援す
る。

745,000

R4予算 R4決算

その他

0

普通建設事業費

1,000

単位：円

240,000

県支出金

市債

その他

0.30

計画

75.5%

―

240,000

0.30

2,401,650

―

海外農業研修会に助成金を
支給

職員人件費（B）

単位

78.7%

2,247,177

3,116,000

―

72.9%

2,271,000

一般財源

0.30

3,034,900

令
和
5
年
度

実績 1

0

1

2,289,900

認定農業者数

845,000

総事業費（A+B）

607,000

2,854,177

人件費率（B/（A+B））

745,000

90.0%

2,161,650

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.30

81.5%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

1

・八潮市青耕会に補助金を交付し、当会の事業及び農業後継者の育成を支援す
る。
・八潮市園芸協会に補助金を交付し、当協会の事業を支援する。
・県立農業大学校の就学及び、国、県等の機関が実施する研修会、海外研修など
の啓発に努めるとともに、参加者に助成金を交付する。

活動指標名

農業大学校への就学者に助
成金

回
1

0

1

0

回
実績

計画

48実績

目標
人

40

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

47

40

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

農業後継者団体への支援を強化し、意欲的な農業後継者に高度な
専門技術や幅広い知識を習得する機会の提供に努める。
また、新規就農者の受け入れ体制を検討するとともに、明日の農
業担い手塾を設置する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加

●

● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
農業者の高齢化、農家の担い手不足により、農業者は年々減少
し、遊休農地の増加が懸念されている。
緑地空間や治水機能等の多面的機能を持った農地を保全するため
には、農業後継者の育成と新規就農者の確保が必要不可欠であ
る。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

県立農業大学校の就学者はいなかったが、農林公社就農予備校就
学者１人に対し助成金を交付した。
また、認定農業者数についても成果指標の目標以上、達成するこ
とができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

農業団体の強化・育成を図るとともに、農業後継者の強化のため
に技術指導や経営能力の向上に努める。
農業後継者及び意欲ある農業者を対象に認定農業者の育成を図
る。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

海外農業研修会の参加はいなかったが、令和３年度は県立農業大学校への就
学者があったので、助成金を交付した。
認定農業者数が目標枠の４０人に対し、４８人を確保した。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した

364



事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

10,000

八潮市環境保全型農業推進協議会が、関係団体と連携して実施する事業園芸用廃
棄ビニールの適正処理（収集・廃棄）を支援した。
補助金額：１０万円、収集・排気量：２，５２０㎏
国庫補助事業・肥料価格高騰対策事業（秋肥分）の取組実施者となり、６件分の
肥料購入費の補助金（８６，４８１円）を申請した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

3

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

100,000

国

内部職員

100,000

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1603000

・環境保全型農業支援補助金の交付
・低農薬、低化学肥料、有機栽培を主とした栽培技術を主とした栽
培技術講習会、研修会を開催し、農薬適正使用の啓発を行う。
・園芸用廃棄ビニールを年１回収集し適正処理する。

その他事業
事業の対象

31

位置付け

842臼倉進一

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

八潮市環境保全型農業推進協議会が、関係団体と連携して実施する事業園芸用廃
棄ビニールの適正処理（収集・廃棄）を支援した。
補助金額：0円、収集・排気量：１，８４２㎏

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

110,000

物件費

0

委員報酬

事業費（A） 100,500

10,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

100,000

国庫支出金

施策の柱(章)

環境保全型農業推進事業

2

産業経済・観光

都市と共生した農業環境の促進

1

項

R3決算

・化学肥料や化学農薬など使用量の削減を促し、堆肥等の有機質
肥料の使用を基本とした安全な農産物の供給を図る。
・組織的な農作物の病害虫防除を徹底し、農業生産の向上及び農
家経営の安定を図る。
・施設園芸用等に使用した園芸用廃棄ビニールの収集の円滑化を
図るとともに、大気汚染の防止及び農住環境の保全を図る。

110,000

R4予算 R4決算

その他

0

普通建設事業費

500

単位：円

0

県支出金

市債

その他

0.10

計画

87.4%

―

0

0.10

720,550

―

廃ビニール収集

職員人件費（B）

単位

88.2%

749,059

867,000

―

87.3%

757,000

一般財源

0.10

873,300

令
和
5
年
度

実績

1

1

763,300

110,000

総事業費（A+B）

100,500

849,559

人件費率（B/（A+B））

110,000

100.0%

720,550

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.10

91.4%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

1

・八潮市環境保全型農業推進協議会が、関係団体と連携して実施する事業園芸用
廃棄ビニールの適正処理（収集・廃棄）に対し、補助金を交付する。
・国庫補助事業・肥料価格高騰対策事業（春肥分）の取組実施者となり、肥料購
入費の補助金を申請する。

活動指標名

1
回

実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

八潮市環境保全型農業推進協議会が、関係団体と連携して実施す
る事業園芸用廃棄ビニール収集作業の受益者負担金単価を上げる
か八潮市環境保全型農業推進協議会の補助金を増額する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加

●

● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 八潮市環境保全型農業推進協議会が、関係団体と連携して実施す
る事業園芸用廃棄ビニール収集の作業協力農業者に十分な謝礼金
を支払えない。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

八潮市環境保全型農業推進協議会が、関係団体と連携して実施す
る事業園芸用廃棄ビニールの適正処理（収集・廃棄）に対し、補
助金を交付し環境保全型農業の推進を図っている。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

●

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

■
今後の

実施方針
（改善方針）

・環境に優しい有機質肥料等の適正量の使用を促進する等、安全
な農地の供給を図る。
・園芸用廃棄ビニールの適正処理を実施する。
・効率的で信頼性の高い持続可能な農業経営を目指すべく、埼玉
県の農場評価制度であるＳ－ＧＡＰの取得を推進する。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

活動指標については、計画通り年１回園芸用廃棄ビニール収集を実施した。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

3,030,000

・市民農園１９４区画を適切に施設管理するため、管理業務を委託し、除草作業
等をするなど市民農園の維持管理に努めた。
・ガーデンコミュニティ活用者１人に対し助成金を交付し、農地所有者及び市民
等の協力のもと、農地耕作が行われた。また、ふれあい農園開設者（市内３カ
所）に対して更新手続き等の支援を行った。
・農業体験事業では、枝豆（親子２０組５８人）、じゃがいも（親子３０組９４
人）の参加があった。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

3

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

1,730,000

国

内部職員

300,000

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1603000

・農業祭の開催
・市民農園施設の清掃及び除草等の管理、修繕
・ふれあい農園開設補助金を交付
・農業体験事業補助金を交付
・ガーデンコミュニティの登録、協定の締結、農園サポーターの登
録

その他事業
事業の対象

41

位置付け

842臼倉進一

16年以上11～15年

その他

6～10年

■■

係・担当

■

無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

・市民農園１９４区画を適切に施設管理するため、管理業務を委託し、除草作業
等をするなど市民農園の維持管理に努めた。
・ガーデンコミュニティ活用者１人に対し助成金を交付し、農地所有者及び市民
等の協力のもと、農地耕作が行われた。また、ふれあい農園開設者（市内３カ
所）に対して更新手続き等の支援を行った。
・農業体験事業では、枝豆（親子２０組６０人）、さつまいも（親子３０組９４
人）、じゃがいも（親子３０組９８人）の参加があった。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

■ 全市民

4,760,000

物件費

2,877,993

委員報酬

事業費（A） 3,014,301

2,803,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

1,250,000

国庫支出金

施策の柱(章)

ふれあい農業促進事業

3

産業経済・観光

地産地消の推進と農産物のブランド化

1

項

R3決算

・農業者の栽培技術の向上と市民と農業者のふれあう機会の提供
として農業祭を開催する。
・余暇活動機会の提供の一環として市民農園及びふれあい農園を
利用し､緑地空間としての都市型農地の保全を図る。

4,053,000

R4予算 R4決算

その他

2,494,993

普通建設事業費

2,714,301

単位：円

383,000

県支出金

市債

その他

0.25

計画

32.0%

―

2,877,993

0.25

4,679,368

―

農業祭

職員人件費（B）

単位

38.3%

1,872,648

6,652,500

―

28.4%

1,892,500

一般財源

0.25

5,961,250

令
和
5
年
度

実績 3

0

1

1,908,250

市民農園区画数

4,760,000

総事業費（A+B）

3,014,301

4,886,949

人件費率（B/（A+B））

4,053,000

38.5%

1,801,375

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.25

74.4%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

1

・農業祭を開催し、品評会及び野菜即売会を実施する。
・市民農園を適切に施設管理するため、管理業務を委託する。
・除草作業等をするなど市民農園の維持管理に努める。
・ガーデンコミュニティ活用者に対し、助成金を交付する。
・ふれあい農園開設者に対して更新手続き等の支援を行う。
・農業体験事業補助金を交付し、親子農業体験を実施する。

活動指標名

ふれあい農園開設 箇所
5

0

3
ガーデンコミュニティ農地 箇所

2

回
実績

計画

194実績

目標
区画

180

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

194

180

6目標

1

3

1実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

・農地所有者に対して、ふれあい農園をＰＲするとともに、開設
希望者の情報収集を農業団体等を通じて行う。
・ガーデンコミュニティ制度については、現在も、広報やホーム
ページ、農業ニュースやしお等で募集しているが、さらに周知を
図る。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加

　

● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題

・ふれあい農園は令和２年度に１カ所が開設され、市内３カ所に
設置されているが、さらなる新規開設を促進する。
・ガーデンコミュニティ制度は、農地所有者と市民が協力して農
地の耕作、管理等をする制度であるが、登録された農地に対し、
農家の手伝いや援農を希望する数が少なく、農園サポーターの確
保が困難な状況である。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

・新型コロナウィルスの影響で農業祭は中止となった。
・市民農園は全区画利用された。
・農業体験事業は年２回実施し、概ね募集定員に達することがで
きた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

●

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

■
今後の

実施方針
（改善方針）

都市農業と市民が共生するために、市民が直接農業を理解・体験
することができる場として体験農園や観光農園の開設を支援す
る。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

都市農業と市民が共生するために、市民が直接農業を理解・体験することが
できる場として体験農園や観光農園の開設を支援する。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

B：概ね達成できた(80%以上) ● C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

● 　

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

295,000

・八潮市地産地消推進協議会に補助金を交付し、当協議会の事業を支援した。主
な事業としては、枝豆種子代を補助した。
・八潮市直売所連絡協議会の事業を支援した。主な事業としては、直売所の管
理・運営、各種イベントで直売所のＰＲを行った。
・八潮市産枝豆をブランド化するため、枝豆ブランドシールを作成し、農業者に
配布し、ＰＲに努めた。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

3

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

336,000

国

内部職員

336,000

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1603000

・八潮市直売所連絡協議会への活動支援
・地産地消推進協議会への活動支援
・地元農産物及び直売施設等のＰＲ及び即売会の開催
・八潮市内産農産物取扱店認証シールの発行

その他事業
事業の対象

51

位置付け

842臼倉進一

16年以上11～15年

その他

6～10年

■■

係・担当 無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

・八潮市地産地消推進協議会に補助金を交付し、当協議会の事業を支援した。主
な事業としては、枝豆種子代の補助、ＰＲ用のエコバックを作成した。
・八潮市直売所連絡協議会の事業を支援した。主な事業としては、直売所の管
理・運営、各種イベントで直売所のＰＲを行った。
・八潮市内産農産物取扱店認証事業として、八潮市内産農産物取扱店１店を認定
した。
・八潮市産枝豆をブランド化するため、枝豆ブランドシールを作成し、農業者に
配布し、ＰＲに努めた。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

■ 全市民

631,000

物件費

526,730

委員報酬

事業費（A） 628,420

295,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

336,000

国庫支出金

施策の柱(章)

地産地消推進事業

3

産業経済・観光

地産地消の推進と農産物のブランド化

1

項

R3決算

・直売事業の安定と資質の向上、農業経営の発展を図り、各種イ
ベント等で地場産農産物のＰＲを図る。
・安全安心な地元農産物の生産事業等への支援及び消費拡大を図
る。

631,000

R4予算 R4決算

その他

290,730

普通建設事業費

292,420

単位：円

236,000

県支出金

市債

その他

0.30

計画

78.4%

―

526,730

0.30

2,688,380

―

イベントへの参加

職員人件費（B）

単位

78.1%

2,247,177

2,902,000

―

78.3%

2,271,000

一般財源

0.30

2,920,900

令
和
5
年
度

実績

3

6

2,289,900

直売所利用者数

631,000

総事業費（A+B）

628,420

2,875,597

人件費率（B/（A+B））

631,000

80.4%

2,161,650

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.30

99.6%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

6

・八潮市地産地消推進協議会に補助金を交付し、当協議会の事業を支援する。
・八潮市直売所連絡協議会に補助金を交付し、当協議会の事業を支援する。
・八潮市内産農産物取扱店認証事業を推進し、地産地消の促進と農産物のブラン
ド化に努める。
・八潮市産枝豆をブランド化するため、枝豆ブランドシールを作成し、農業者に
配布し、ＰＲに努める。

活動指標名

3
回

実績

計画

62312実績

目標
人

75000

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

59694

75200

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

直売所の利用者数の増加を図るため、八潮市農産物直売所マップ
の活用方法を再検討する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
八潮市ふれあい農産物直売所及び、市内各直売所に対する市民の
認識が低いため、利用者数が大きく伸びない。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

・枝豆まつりへの支援、枝豆種子代の補助、八潮産枝豆ブランド
シールの作成、八潮産枝豆に対する農業者への支援とともに市民
の認知度は高まっている。
・また、直売所連絡協議会への支援などを通じ、直売事業の安定
等を図っている。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

●

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

■
今後の

実施方針
（改善方針）

　枝豆まつりへの支援、枝豆種子代の補助、八潮産枝豆ブランド
シールの作成、八潮産枝豆に対する農業者への支援とともに市民
の認知度は高まっている。
　また、直売所連絡協議会に対する補助などを通じ、直売事業の
安定等を図っている。
　さらに、八潮産農産物取扱店の認定などを通じ、地産地消の促
進に努めている。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

新型コロナ感染症の影響で、参加予定していたイベントが中止になった。
直売所の利用人数及び売上高が大きく伸びていないが、大型店舗で新設され
た直売コーナーへ地産農産物が流れており、全体としては、総合的には、地
産地消が推進されている。
枝豆ブランドシールを印刷して、生産農家に配布してＰＲに努めた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

■活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

16,000

・広域的な用水管理に対し、管理団体へ運営負担金を支出した。
・古利根堰を受益７市町及び２土地改良区で管理、管理団体へ負担金を支出し
た。
・葛西用水路及び八条用水路へ冬場の渇水期に通水し、環境浄化や景観確保を
図った。
・古利根堰の耐震対策事業として負担金を支出した。
・利根中央地区基幹水利施設管理事業負担金を支出した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

4

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

10,384,000

国

内部職員

10,038,001

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

市 県

所属コード 1603000

・埼玉県土地改良事業団体連合会負担金
・春日部土地改良推進協議会負担金
・南部葛西用水三市連絡協議会負担金
・土地改良事業研修会負担金 ・古利根堰連絡協議会負担金
・利根中央地区基幹水利施設管理事業負担金
・古利根堰管理費負担金

その他事業
事業の対象

11

位置付け

842臼倉進一

●

16年以上11～15年

その他

6～10年

係・担当

■

無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

・広域的な用水管理に対し、管理団体へ運営負担金を支出した。
・古利根堰を受益７市町及び２土地改良区で管理、管理団体へ負担金を支出し
た。
・葛西用水路及び八条用水路へ冬場の渇水期に通水し、環境浄化や景観確保を
図った。
・古利根堰の耐震対策事業として負担金を支出した。
・県営農業水利施設危機管理対策事業費負担金を支出した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

10,400,000

物件費

12,254,229

委員報酬

事業費（A） 10,046,001

16,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

10,063,000

国庫支出金

施策の柱(章)

幹線農業水利施設管理事業

4

産業経済・観光

農地の保全と有効活用の促進

1

項

R3決算

・葛西下流地盤沈下対策事業により整備した古利根堰を管理し、
主幹用水路の通水の安定を図る。
・利根中央事業により整備した主幹用水路の水利施設を適正管理
し、通水の安全を図る。
・東京葛西用水路、八条用水路等の広域的水管理を目的とする。

10,079,000

R4予算 R4決算

その他

3,500

普通建設事業費

8,000

単位：円

12,250,729

県支出金

市債

その他

0.05

計画

3.6%

―

12,254,229

0.05

12,614,504

―

職員人件費（B）

単位

3.6%

374,530

10,778,500

―

3.5%

378,500

一般財源

0.05

10,460,650

令
和
5
年
度

実績

381,650

10,400,000

総事業費（A+B）

10,046,001

10,420,531

人件費率（B/（A+B））

10,079,000

2.9%

360,275

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.05

99.7%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

・広域的な用水管理に対し、管理団体へ運営負担金を支出する。
・古利根堰を受益７市町及び２土地改良区で管理、管理団体へ負担金を支出す
る。
・葛西用水路及び八条用水路へ冬場の渇水期に通水し、環境浄化や景観確保を図
る。
・古利根堰の耐震対策事業費負担金を支出する。

活動指標名

実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

藻の発生は水路管理者の管理事項ではないため、南部葛西用水三
市連絡協議会で検討する。

大きな課題がある

☆☆☆
順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題

八条用水路に藻が発生し、環境、景観が悪化している。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

広域的な用水管理に対し、管理団体へ運営負担金を支出し、主幹
用水路の適正管理や、通水の安全を図っているため。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

葛西用水路及び八条用水路に冬期通水をすることで、環境浄化や
景観確保を図る。判

断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

冬場の通水停止時期に、東京葛西用水路及び八条用水路に通水し、環境浄化
や景観確保を図ることができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

998,000

・八条用水の良好な景観維持のため、農業用水路敷除草管理業務を委託した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

4

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

393,000

国

補助金交付要綱

内部職員

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1603000

・農業用水路を管理する。
・八潮市鉢の会の事業を支援する。
・街なかやすらぎ緑空間創出事業費補助金を交付する。

その他事業
事業の対象

21

位置付け

842臼倉進一

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

・八条用水の良好な景観維持のため、農業用水路敷除草管理業務を委託した。
・緑地空間や防災空間など多面的機能を保持し、都市機能を担う市街化区域の一
定の農地に対して街なかやすらぎ緑空間創出事業費補助金を交付し、農地の保全
に努めた。また、新たに１ヶ所申請があり、認定し、補助金を交付した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

1,391,000

物件費

1,144,000

委員報酬

事業費（A） 869,000

900,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

159,000

国庫支出金

施策の柱(章)

農地保全事業

4

産業経済・観光

農地の保全と有効活用の促進

1

項

R3決算

・都市化の進展とともに水利機能が低下している農業用排水路の
整備を図り、生産性の向上を図る。
・農業用排水路の管理を徹底し、農業生産の安定を図る。
・作物の生産以外に緑地空間や防災空間として優れた機能をもつ
都市地域内の農地を周辺景観に配慮し農地の保全を図る。

1,059,000

R4予算 R4決算

その他

869,000

普通建設事業費

869,000

単位：円

275,000

県支出金

市債

その他

0.65

計画

82.4%

―

1,144,000

0.65

5,827,574

―

農業用水路敷除草

職員人件費（B）

単位

84.9%

4,868,884

6,311,500

―

78.0%

4,920,500

一般財源

0.65

6,020,450

令
和
5
年
度

実績 2

1

1

4,961,450

街なかやすらぎ緑空間

1,391,000

総事業費（A+B）

869,000

5,737,884

人件費率（B/（A+B））

1,059,000

80.4%

4,683,574

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.65

82.1%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

1

・農業用水路の良好な景観の維持管理のため、除草管理業務を委託する。
・街なかやすらぎ緑空間創出事業費補助金を交付し、農地保全に努める。
・八潮市鉢の会へ補助金を交付し、当会の事業を支援する。

活動指標名

植栽 箇所
1

1

1

0

回
実績

計画

0実績

目標
㎡

120

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

43

120

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

広報紙、ホームぺージへの掲載、農業ニュースやしお等で周知、
ＰＲを図る。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 農地をほかの用途に利用することを検討している方が多く、ま
た、街なかやすらぎ緑空間創出事業については、沿道の花等が農
地を管理する際に支障となることから、新規件数が増えず、目標
値に達していない状況にある。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

・農業用水路敷除草作業管理業務委託を発注し、用水路の維持管
理に努めた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

農業用配水路の適切な管理等を行い、農業生産の安定を図る。
また、作物の生産以外に緑地空間や防災空間としてだけでなく、
周辺景観に配慮した都市地域内の農地を保全を図るため、街なか
やすらぎ緑空間創出事業に協力してくれる農業者の増加を目指
す。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

農業用水路敷除草作業管理業務委託を発注し、用水路の維持管理に努めた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

410,000

・市内農地所有適格法人より、６次産業化の取組状況などの情報収集に努めた。
・６次産業化のための機械、施設の設備に対する国等の補助金について調査し
た。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

3

都市農業課

根拠法令等

市民の一部

国

内部職員

R5予算

課

都市農業係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1603000

・６次産業化の促進のため、新商品の開発や販路開拓などを支援す
る
・農産物加工施設、農家レストラン整備の促進の支援をする。
・農産物販売施設の整備、確保の促進の支援をする。
・農商工連携事業、農産物のブランド化の促進の支援をする。

その他事業
事業の対象

61

位置付け

842臼倉進一

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

環境にやさしい魅力ある都市型農業づくり

市民活力推進部

・市内農地所有適格法人より、６次産業化の取組状況などの情報収集に努めた。
・６次産業化のための機械、施設の設備に対する国等の補助金について調査し
た。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

410,000

物件費

500

委員報酬

事業費（A） 1,500

10,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

6款予算科目

国庫支出金

施策の柱(章)

６次産業化促進事業

5

産業経済・観光

農商工連携事業の振興

1

項

R3決算

・地域資源を活用した農業者による新事業の創出等に関する施策
及び、地域の農産物の利用の促進に関する施策を総合的に推進す
ることにより、農業の振興等を図ることを目的とする。

10,000

R4予算 R4決算

その他

500

普通建設事業費

1,500

単位：円

県支出金

市債

その他

0.01

計画

88.4%

―

500

0.01

72,555

―

職員人件費（B）

単位

98.0%

74,906

485,700

―

15.6%

75,700

一般財源

0.01

86,330

令
和
5
年
度

実績

76,330

６次産業を展開する農業者

410,000

総事業費（A+B）

1,500

76,406

人件費率（B/（A+B））

10,000

99.3%

72,055

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.01

15.0%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

・６次産業化のための機械、施設の設備に対する国等の補助金活用について、関
係機関と連携して支援する。
・農家が付加価値の高い農産物を生産し、農商工連携に取り組むことで、新たな
事業を生み出し、販路の拡大を支援する。
・市内農業者団体から学校給食用八潮市産小松菜パウダーを購入して、６次産業
化を促進する。

活動指標名

実績

計画

1実績

目標
件

2

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

1

2

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

瀧沢　昭仁

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

農業者自ら小松菜パウダーに加工して、生産コストを低減する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
・八潮市産小松菜パウダーについて事業者や一般消費者が購入で
きる価格にするため、生産コストを低減する。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

付加価値の高い農産物を生産し、農商工連携に取り組むことで新
たな事業を生み出し、販路拡大を支援することについて検討を進
めている。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

６次産業化に向けて、共同、法人化により経営基盤を安定化を図
るため、農地所有適格化法人等の設立を支援するとともに、６次
産業化に取り組んでいる農地所有適格化法人等を支援する。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

目標件数２件は達成していないものの１件の農業者が６次産業化に取り組ん
でいる。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した

376



事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

・小規模事業者の振興と経営の安定を図るため、その支援を行う八潮市商工
会に対して補助金を交付した。
・市内におけるたばこ販売を促し、市の経済発展に寄与することを目的とし
て、市内でたばこ販売促進事業を行う、八潮市たばこ販売促進会に対して補
助金を交付した。
・新型コロナウイルス感染症の影響を受ける飲食店などの支援として、八潮市商
工会が実施するプレミアム付商品券事業に対して補助金を交付した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

18,360,000

国

八潮市商工会事業費補助金交付要綱

内部職員

148,450,962

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・小規模事業者の振興と経営の安定を図るため、その支援を行う
八潮市商工会等に対して補助金を交付する。
・市内におけるたばこ販売を促し、市の経済発展に寄与すること
を目的として、市内でたばこ販売促進事業を行う、八潮市たばこ
販売促進会に対して補助金を交付する。

その他事業
事業の対象

71

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

魅力あふれる商業づくり

市民活力推進部

・小規模事業者の振興と経営の安定を図るため、その支援を行う八潮市商工
会に対して補助金を交付した。
・市内におけるたばこ販売を促し、市の経済発展に寄与することを目的とし
て、市内でたばこ販売促進事業を行う、八潮市たばこ販売促進会に対して補
助金を交付した。
・新型コロナウイルス感染症の影響を受ける飲食店などの支援として、テイク＆
デリバリー応援事業や農商工連携によるはぴベジ博を行った八潮市商工会に対し
て補助金を交付した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

18,360,000

物件費

52,985,386

委員報酬

事業費（A） 148,450,962

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

18,360,000

国庫支出金

施策の柱(章)

商工団体補助事業

1

産業経済・観光

経営安定化の促進

2

項

31,268,338

R3決算

・個店に対する経営指導の強化と魅力ある個店づくりを促進す
る。
・市内におけるたばこ販売を促進し、市の経済発展に寄与する。

18,360,000

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

52,985,386

県支出金

市債

その他

0.16

計画

6.2%

―

21,717,048

0.16

54,138,266

―

経営相談及び経営指導件数

職員人件費（B）

単位

0.8%

1,198,495

19,571,200

―

6.2%

1,211,200

一般財源

0.16

19,581,280

令
和
5
年
度

実績

2,216

4,000

1,221,280

商工会加盟率

18,360,000

総事業費（A+B）

148,450,962

149,649,457

人件費率（B/（A+B））

18,360,000

2.1%

1,152,880

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.16

808.6%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

4,000

・小規模事業者の振興と経営の安定を図るため、その支援を行う八潮市商工
会に対して補助金を交付する。
・市内におけるたばこ販売を促し、市の経済発展に寄与することを目的とし
て、市内でたばこ販売促進事業を行う、八潮市たばこ販売促進会に対して補
助金を交付する。

活動指標名

2,398
件

実績

計画

58.3実績

目標
％

60

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

59

60

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

八潮市商工会で行っている様々な事業について、必要な補助金を
交付することで、支援、連携をより密接に行っていく。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 中小企業の中でも小規模事業者の多い本市にとって小規模事業者
の振興と経営の安定を図るため、八潮市商工会の果たすべき役割
が大きくなっている。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

・八潮市商工会等に対して補助金を交付したことにより、市内
の小規模事業者の振興と経営の安定を図ることができた。
・八潮市たばこ販売促進会に補助金を交付したことにより、市
内におけるたばこ販売を促し、市の経済発展に寄与することが
できた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

・引き続き、八潮市商工会に必要な補助金を交付し、市内の
小規模事業者の振興と経営を図っていく。
・引き続き、八潮市たばこ販売促進会に必要な補助金を交付
し、市内におけるたばこ販売を促進し、市の経済発展に寄与
していく。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

コロナ禍における市内事業者の支援として、八潮市商工会が実施するプレミ
アム付商品券事業に対して全面的な支援を行った。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

・市内商業の活性化を推進し、市民の買物の利便性を高めた。
・個店の活性化の先に、結果として商店会の活性化があり、経営環境の変化
に対応した魅力ある個店づくりを促進し、商品やサービスの差別化を図った。
・多様なサービス業の育成と魅力ある商店会づくりを推進した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

820,000

国

八潮市商店街活性化推進事業費補助金交付要綱

内部職員

0

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・イベント、売り出し、空き店舗等を活用した各種共同事業等を実
施する商業者団体に対して補助金を交付する。

その他事業
事業の対象

101

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■■

係・担当

■

無

4

補助費等

魅力あふれる商業づくり

市民活力推進部

・市内商業の活性化を推進し、市民の買物の利便性を高めた。
・個店の活性化の先に、結果として商店会の活性化があり、経営環境の変化
に対応した魅力ある個店づくりを促進し、商品やサービスの差別化を図った。
・多様なサービス業の育成と魅力ある商店会づくりを推進した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

820,000

物件費

0

委員報酬

事業費（A） 0

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

820,000

国庫支出金

施策の柱(章)

商店街活性化推進事業

1

産業経済・観光

経営安定化の促進

2

項

R3決算

・地域に密着したイベントや販売促進に結びつく各種事業を支援
することにより、商店街の活性化等を促進する。

820,000

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

0

県支出金

市債

その他

0.25

計画

69.9%

―

0

0.25

1,801,375

―

補助商店会数

職員人件費（B）

単位

100.0%

1,872,648

2,712,500

―

69.8%

1,892,500

一般財源

0.25

2,728,250

令
和
5
年
度

実績

0

5

1,908,250

商店会加盟店

820,000

総事業費（A+B）

0

1,872,648

人件費率（B/（A+B））

820,000

100.0%

1,801,375

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.25

0.0%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

5

・市内商業の活性化を推進し、市民の買物の利便性を高める。
・個店の活性化の先に、結果として商店会の活性化があり、経営環境の変化
に対応した魅力ある個店づくりを促進し、商品やサービスの差別化を図る。
・多様なサービス業の育成と魅力ある商店会づくりを推進する。

活動指標名

0

八潮駅周辺地区における商店
街組織数

件

件
実績

計画

61実績

目標
件

120

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

61

120

1目標

0

1

0実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

各商店会の意向を確認して、商店会にアドバイザーを派遣し、空
き店舗対策を含めた、商店会の課題解決に向けた専門的な相談や
アドバイスを実施する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
商店会として補助金の交付対象となる活動を行っているのは２商
店会のみであるが、今後八潮駅周辺だけでなく、地域での商業活
動の活性化が大きな課題である。
また、既存の商店会で実施するイベントが、売上向上等につなげ
る工夫が求められる。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により商店会の
イベントは行われなかったものの、商店会向けの支援等の情報提
供を行い、事業運営の促進を行った。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

現状の支援策を継続していきながら、地域に密着した魅力ある商
店会として活性化していくよう、先進自治体の事例等の調査研究
を行う。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

コロナ禍において市内商店会の活動も制限があったが、国・県からの商店会
に対する情報等を適切に提供することができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した

380



事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

　 [ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

498,000

・さくらカード事業に対して補助を行った。
・八潮市商工会さくらカード会において、埼玉県の事業であるパパママ応援
ショップに取り組み、独自のサービスを提供した。
・商工だよりNO.58を発行し、市内全事業所へ情報提供を行った。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

317,000

国

内部職員

316,520

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・「商工だより」を発行し、市内事業者へ商工振興に関する情報を
提供する。
・「やしお商業＆観光元気ＵＰサイト」を活用し、商業に関する
情報を発信する。
・さくらカード事業費補助金を交付する。
・「道の駅」設置に向けた庁内体制の組織化に向けた準備を行う。

その他事業
事業の対象

21

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

魅力あふれる商業づくり

市民活力推進部

・さくらカード事業に対して補助を行った。
・八潮市商工会さくらカード会において、埼玉県の事業であるパパママ応援
ショップに取り組み、独自のサービスを提供した。
・商工だよりNO.57を発行し、市内全事業所へ情報提供を行った。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

815,000

物件費

706,807

委員報酬

事業費（A） 731,118

490,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

316,000

国庫支出金

施策の柱(章)

商業振興事業

1

産業経済・観光

経営安定化の促進

2

項

R3決算

・地域に密着したイベントや販売促進に結びつく各種事業を支
援することにより、商店街の活性化等を促進する。
・個店に対する経営指導の強化と魅力ある個店づくりを促進す
る。
・農商工連携事業に取り組む商業者を支援する。

806,000

R4予算 R4決算

その他

391,607

普通建設事業費

414,598

単位：円

315,200

県支出金

市債

その他

0.44

計画

80.6%

―

706,807

0.44

3,877,227

―

さくらカード加盟店

職員人件費（B）

単位

81.8%

3,295,860

4,145,800

―

80.3%

3,330,800

一般財源

0.44

4,164,520

令
和
5
年
度

実績

33

70

3,358,520

815,000

総事業費（A+B）

731,118

4,026,978

人件費率（B/（A+B））

806,000

81.8%

3,170,420

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.44

90.7%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

70

・さくらカード事業に対して補助を行う。
・八潮市商工会さくらカード会において、埼玉県の事業であるパパママ応援
ショップに取り組み、独自のサービスを提供する。
・商工だよりNO.59を発行し、市内全事業所へ情報提供を行う。

活動指標名

33
店

実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

八潮市商工会さくらカード会が行っているさくらカード事業につ
いて、利用している人が固定傾向にあるため、メリットをＰＲし
て、新規利用者を増やしていく。
魅力的な個店づくりについて、検討を進め情報発信を行う。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加

●

● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

考えられる
対応策

総合評価

課題
大規模小売店舗の進出や消費者の購買形態の変化等により市内の
個店の経営に影響を及ぼしており、地域に密着した個店が減少し
ている。
また、八潮市商工会が実施している「さくらカード事業」につい
ても減少している。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題
●

現状維持増加

：現状のまま継続

さくらカード会加盟店数の新規加入はなかったものの、昨年度の
加盟店数を維持し、コロナ禍であったが、さくらカード事業を実
施しており、補助金によりその活動を支援することができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

今後は、地域に密着した魅力ある店舗を増加させるため、従来か
らの支援策である、八潮市商工会さくらカード会への補助、「商
工だより」や「八潮商業＆観光元気ＵＰ！サイト」での情報提供
を継続しながら、先進自治体の情報を調査研究し、新たな支援策
を展開する。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

活動指標の目標は達成できなかったが、さくらカード事業を実施しているさ
くらカード会に対し補助金を交付し、支援することができた。また、「商工
だより」の発行や「やしお商業＆観光元気ＵＰ！サイト」の更新を行い情報
発信を行った。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

　

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

・八潮市運輸事業継続支援事業：168件、61,140,000円
61,140,000

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

国

内部職員

61,140,000

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

新型コロナウイルス感染拡大防止及び原油価格や物価の高騰による
影響を受ける市内事業者に対する支援策を講じる。

その他事業
事業の対象

111

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

係・担当

■

無

4

補助費等

魅力あふれる商業づくり

市民活力推進部

・彩の国「新しい生活様式」安心宣言飲食店プラス認証店支援事業：
　184件、55,200,000円
・外出自粛等関連事業者協力支援事業：126件、15,525,000円
・酒類販売事業者等協力金支援事業：7件、2,100,000円

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

物件費

72,825,000

委員報酬

事業費（A） 61,140,000

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

国庫支出金

施策の柱(章)

緊急経済対策事業

1

産業経済・観光

経営安定化の促進

2

項

63,989,116

R3決算

・新型コロナウイルス感染拡大防止及び原油価格や物価の高騰に
よる影響を受ける市内事業者の負担軽減を図る。

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

72,825,000

県支出金

市債

その他

0.16

計画

―

8,835,884

73,977,880

―

職員人件費（B）

単位

1.9%

1,198,495

0

―

0

一般財源

0

令
和
5
年
度

実績

0

総事業費（A+B）

0

62,338,495

人件費率（B/（A+B）） 1.6%

1,152,880

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.16

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度活動指標名

実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

国や県、他自治体の動向に注視し、八潮市商工会等の関連団体と
の連携を図り、必要な支援策の検討を行う。

大きな課題がある

☆☆☆
順調

増加

●

削減●

判断理由

事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

●

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題

事業者が求めている支援の構築や適切な時期での実施。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

原油価格や物価の高騰等で、特に大きな影響を受ける市内運輸事
業者に対し補助金を交付し、市内運輸事業者の事業継続を支援す
ることができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）
判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

原油価格や物価の高騰等で、特に大きな影響を受ける市内運輸事業者に対し
補助金を交付した。

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ] 　

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

・店舗診断を希望する店舗を対象にアドバイザーを派遣した。（３店舗）
・３商店会に対し、街路灯電気料の50％を補助した。
・円滑な事業継承を行えるように事業承継セミナーを実施した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

669,000

国

八潮市装飾型街路灯電気料補助金交付要綱

内部職員

460,014

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・各種イベントに参加し、市内商品のＰＲを行う。
・一店逸品運動に参加している店舗へ専門家を派遣する。
・商店会が1年間に支払った装飾型街路灯の電気料の一部を補助す
る。
・新商品開発を実施する商業団体等に対し新商品の開発のための経
費の一部を補助する。

その他事業
事業の対象

51

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

魅力あふれる商業づくり

市民活力推進部

・店舗診断を希望する店舗を対象にアドバイザーを派遣した。（２店舗）
・３商店会に対し、街路灯電気料の50％を補助した。
・円滑な事業継承を行えるように事業承継セミナーを実施した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

669,000

物件費

474,985

委員報酬

事業費（A） 460,014

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

669,000

国庫支出金

施策の柱(章)

商業支援事業

2

産業経済・観光

商業環境の整備

2

項

R3決算

・インターネットを活用した商店会情報の提供や、空き店舗等を
活用した新たな取組を支援し、魅力ある商店街づくりを推進す
る。
・本市での商業やサービス業の創業を支援する。

669,000

R4予算 R4決算

その他

132,000

普通建設事業費

単位：円

342,985

県支出金

市債

その他

0.49

計画

84.8%

―

474,985

0.49

4,005,680

―

アドバイザー派遣回数

職員人件費（B）

単位

88.9%

3,670,390

4,378,300

―

84.7%

3,709,300

一般財源

0.49

4,409,170

令
和
5
年
度

実績

2

3

3,740,170

669,000

総事業費（A+B）

460,014

4,130,404

人件費率（B/（A+B））

669,000

88.1%

3,530,695

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.49

68.8%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

3

・「八潮夜市」等の各種イベントに参加し、市内商品のＰＲを行う。
・店舗診断を希望する店舗を対象にアドバイザーを派遣する。（３店舗）
・３商店会に対し、街路灯電気料の50％を補助する。

活動指標名

3
回

実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

市内店舗が大型小売店舗等に対抗するためには、各個店の魅力を
充実する必要がある。そのため、一店逸品運動等を通じて情報発
信していくことや、希望する店舗に専門家を派遣して課題解決の
ためにアドバイスを行う。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

　

考えられる
対応策

総合評価

課題 インターネット販売をはじめとする購買形態の多様化や、大型小
売店舗の進出により、市内の個店や商店会の集客に大きな影響を
及ぼしている。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題
●

現状維持増加

：現状のまま継続

コロナ禍であったが、３店舗に対してアドバイザーの派遣を実施
し、魅力ある店舗づくりや一店逸品運動を促進できた。
また、商店会の装飾型街路灯の電気料に対する補助や、事業承継
セミナーを実施し、事業継続の支援が図れた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

「商業＆観光元気ＵＰ！サイト」で、一店逸品運動参加店等をさ
れにＰＲするとともに八潮市商工会と連携して事業を実施してい
く。
また、商店会の装飾型街路灯の電気料の補助やアドバイザー派遣
を充実させていくとともに、国や県の商業支援策について研究し
ていく。
事業承継セミナーについては、八潮市商工会と連携して、効果的
な取組を行う。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

●

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

コロナ禍であったが、３店舗に対してアドバイザーの派遣を実施することが
できた。

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

令和元年度に実施した八潮駅周辺商業魅力ＵＰセミナー参加した事業所（グルー
プ）を中心に、組織化に向けたさらなる意識の醸成を図るための取組みを検討し
た。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

国

内部職員

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・中心商業拠点の形成を図るため八潮駅周辺の事業者の組織化を推
進し、市内商店街との連携を支援して、市内全域の商業活性化に努
める。

その他事業
事業の対象

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

魅力あふれる商業づくり

市民活力推進部

ウィズコロナを見据えた店舗・事業所の対応、魅力的な個店・事業所づくりのた
めの市内商業・サービス業向けのセミナーを開催した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計

扶助費

維持補修費

有

全市民

物件費

100,000

委員報酬

事業費（A）

0事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

款予算科目

国庫支出金

施策の柱(章)

中心商業拠点の形成事業

3

産業経済・観光

中心商業拠点の形成

2

項

R3決算

・八潮駅周辺を中心とする地域において、魅力ある商業拠点の形
成を推進する。

0

R4予算 R4決算

その他

100,000

普通建設事業費

単位：円

県支出金

市債

その他

0.07

計画

100.0%

―

100,000

0.07

604,385

―

職員人件費（B）

単位

0

0

―

0

一般財源

534,310

令
和
5
年
度

実績

534,310

八潮駅周辺地区における商店
街組織数

総事業費（A+B） 0

人件費率（B/（A+B））

0

83.5%

504,385

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

令和元年度に実施した八潮駅周辺商業魅力ＵＰセミナー参加した事業所（グルー
プ）を中心に、組織化に向けたさらなる意識の醸成を図るための取組みを検討す
る。

活動指標名

実績

計画

0実績

目標
件

1

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

0

1

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他 地域に密着した魅力のある商店街活性化を図るため、駅周辺
における店舗等の組織化を検討する。

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

八潮駅周辺商業者意向等調査において組織化に対して前向きな回
答があった事業者に対して、セミナー等に参加した事業者を中心
に専門家を派遣し商店街活動や組織化に向けた意識の向上を図
る。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題

八潮駅周辺の事業者の組織化に対する意識の醸成が途上である。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

コロナ禍において個店が、各店の経営に苦慮している中、組織化
に向けてのプロセスの再検討を行うなど継続的に取り組んでい
る。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

令和5年度は新型コロナウイルス感染症の状況に配慮しつつ、令和
元年度のセミナーに参加した事業所を中心に、さらなる駅周辺の
魅力と活気ある商業拠点の形成に向け前向きな事業所（グルー
プ）等に対して、組織化に向けた意識向上を図るための施策の検
討を行う。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

コロナ禍において影響を受けている事業者に対して組織化の意識醸成を図る
ことは難しかったことから、「ウィズコロナ」を見据えた今後の事業の運営
や、組織化に向けた継続的な取組を検討することができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

295,000,000

令
和
4
年
度

担当者名 内線

527,000

・小口資金融資：0件
・不況対策融資：4件
・近代化融資　：0件
・セーフティネットの4号認定：54件
・セーフティネットの5号認定：27件

295,000,00099,530,000

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

99,530,000

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

30,300,000

国

八潮市中小企業資金融資あっせん条例

内部職員

2,196,210

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・本市の制度融資は、小口資金融資・不況対策資金融資・商工業近
代化資金融資と３つの制度からなっており、小口資金融資・商工業
近代化資金融資は、借入者の金利負担の軽減を図るため、利子補給
を実施する。
・不況対策資金融資は、借入者が信用保証協会に支払う保証料を全
額補助する。

その他事業
事業の対象

31

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■■

係・担当

■

無

4

補助費等

活力ある工業づくり

市民活力推進部

・小口資金融資：2件
・不況対策融資：2件
・近代化融資　：0件
・セーフティネットの4号認定：58件
・セーフティネットの5号認定：17件
・危機関連の認定：24件

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

325,827,000

物件費

105,664,204

委員報酬

事業費（A） 102,846,010

1,130,000事
業
費
の
内
訳

295,000,000102,400,000

事務事業名

事業目的

7款予算科目

30,904,000

国庫支出金

施策の柱(章)

中小企業向け制度融資事業

1

産業経済・観光

経営近代化の促進

3

項

699,708

R3決算

・中小企業の経営の安定を資金面から支援するため、経営を強化
するための近代化促進における融資制度等の各種事業を充実す
る。

327,034,000

R4予算 R4決算

その他

1,113,718

普通建設事業費

1,119,800

単位：円

2,150,486

県支出金

市債

その他

0.87

計画

295,000,000

2.0%

―

102,400,000

2,564,496

0.87

111,932,988

―

制度融資預託金

職員人件費（B）

単位

6.0%

6,516,814

332,412,900

―

2.0%

6,585,900

一般財源

0.87

333,674,710

令
和
5
年
度

実績

102,400

295,000

6,640,710

年間融資あっせん件数

30,827,000

総事業費（A+B）

3,316,010

109,362,824

人件費率（B/（A+B））

32,034,000

5.6%

6,268,784

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.87

31.4%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

295,000

・小口資金融資：10件
・不況対策融資：10件
・近代化融資　： 1件
・セーフティネットの4号認定：100件
・セーフティネットの5号認定：30件

活動指標名

99,530
千円

実績

計画

4実績

目標
件

50

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

4

50

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

■

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

市制度融資の充実に向けては、財源の確保や金融機関との連携が
必要である。
また、市内中小企業の経営基盤の強化・経営の健全化に向けた重
要な施策として、市制度融資について、ＰＲに努める。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業者にとって非常に
有利な日本政策金融公庫等が積極的に活用された一方、市制度融
資の利用が少ない状況である。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

小口資金融資及び近代化資金融資については、利子補給率を通常
の30％から特例的に100％に引き上げる事業を実施し、市内事業者
の経営の安定を図るための取組みができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

「八潮市製造業実態調査報告書」によると、八潮市の工業施策の
うち、経営基盤の強化・経営の健全化に向けた施策・事業につい
ては、「制度融資の充実」を求める割合が最も高い。
潜在的な需要は見込まれるため、引き続き制度融資の充実を図
り、市内事業者の経営安定と資金繰りの安定を図る。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

市制度融資の利用が少なかったが、小口資金融資及び商工業近代化資金融資
について、利子補給を通常の30％から特例的に100％に引き上げ、市内事業者
の経営の安定を一層図ることができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

八潮市商工会と連携して、経営革新計画の申請を行う意向のある事業所に専門家
を派遣して、経営革新計画承認を目指した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

200,000

国

内部職員

140,000

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・経営課題に即応するための新たな事業活動や経営目標を盛り込ん
だ経営革新計画の承認取得に向け、アドバイザーを派遣する。

その他事業
事業の対象

81

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

活力ある工業づくり

市民活力推進部

八潮市商工会と連携して、経営革新計画の申請を行う意向のある事業所に専門家
を派遣して、経営革新計画承認を目指した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

200,000

物件費

0

委員報酬

事業費（A） 140,000

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

200,000

国庫支出金

施策の柱(章)

経営革新取組企業支援事業

1

産業経済・観光

経営近代化の促進

3

項

R3決算

・経営革新に取り組む市内の中小企業が「中小企業の新たな事業
活動の促進に関する法律」による経営革新計画の承認取得をでき
るよう支援する。

200,000

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

0

県支出金

市債

その他

0.05

計画

65.6%

―

0

0.05

360,275

―

経営改善セミナー

職員人件費（B）

単位

72.8%

374,530

578,500

―

65.4%

378,500

一般財源

0.05

581,650

令
和
5
年
度

実績

0

1

381,650

経営革新計画承認件数（累
計）

200,000

総事業費（A+B）

140,000

514,530

人件費率（B/（A+B））

200,000

100.0%

360,275

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.05

70.0%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

1

八潮市商工会と連携して、経営革新計画の申請を行う意向のある事業所に専門家
を派遣して、経営革新計画承認を目指す。

活動指標名

0
回

実績

計画

111実績

目標
件

57

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

98

59

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

経営革新計画承認制度を取得するメリット等について、市内企業
に理解を深めるためのＰＲを行う。

大きな課題がある

☆☆☆
順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
経営革新計画承認企業は年々増加してきているが、まだ、経営革
新計画承認制度について、認知度が低い状況である。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

経営革新計画承認企業は順調に増加しており、最終目標値である
65件の承認は平成30年度で達成しているため。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

当該事業については、引き続き経営革新計画の申請に行う意向の
ある事業所に対して、アドバイザーの派遣を行い、承認件数の増
加を目指す。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

活動指標である八潮市商工会で行う「経営改善セミナー」は実施できなかっ
たが、成果指標である「経営革新計画承認件数」は実施することが出来た。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

■活動指標の目標を達成した

392



事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

175,000

・出前講座（民間企業編）の工場見学等を通じて、市民に対し、市内企業のＰＲ
を図った。
・「創業支援事業計画」に基づいて、創業者の支援を行った。
・円滑な事業継承を行えるように事業承継セミナーを実施した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

4,952,000

国

八潮市新規創業資金融資利子補給金交付要綱　他

内部職員

1,192,784

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・工場移転のために借り入れた資金の利子に対し、一定の条件を満
たす場合に補助金を交付する。
・市内で創業するために借り入れた資金の利子を補助する。
・八潮市創業支援事業計画に基づく創業塾を八潮市商工会と連携し
て実施する。
・事業承継セミナーなど、事業承継に向けた事業者の意識を高める

その他事業
事業の対象

91

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

活力ある工業づくり

市民活力推進部

・新規創業資金融資利子補給金の対象者に対し、利子の補助を行った。
・「創業支援事業計画」に基づいて、創業者の支援を行った。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

5,127,000

物件費

1,564,636

委員報酬

事業費（A） 1,364,435

175,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

4,717,000

国庫支出金

施策の柱(章)

工業支援事業

2

産業経済・観光

工業環境の整備

3

項

R3決算

・創業への支援や生活環境に配慮した工業環境の整備を促進す
る。

4,892,000

R4予算 R4決算

その他

1,426

普通建設事業費

171,651

単位：円

1,563,210

県支出金

市債

その他

0.61

計画

48.8%

―

1,564,636

0.61

5,959,990

―

新規創業利子補給件数

職員人件費（B）

単位

77.0%

4,569,261

9,744,700

―

47.4%

4,617,700

一般財源

0.61

9,548,130

令
和
5
年
度

実績

36

50

4,656,130

新規創業資金利子補給額

5,127,000

総事業費（A+B）

1,364,435

5,933,696

人件費率（B/（A+B））

4,892,000

73.7%

4,395,354

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.61

27.9%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

50

・工場移転資金融資利子補給金、新規創業資金融資利子補給金の対象者に対
し、利子の補助を行う。
・出前講座（民間企業編）の工場見学等を通じて、市民に対し、市内企業のＰＲ
を図る。
・「創業支援事業計画」に基づいて、創業者の支援を行う。
・円滑な事業継承を行えるように事業承継セミナーを実施する。

活動指標名

42
件

実績

計画

1,192,784実績

目標
円

2,500,000

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

1,563,210

2,500,000

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他 県内有数の工業都市である本市における継続的な操業支援を
行うため。

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

現状では、新たに工業団地を整備することは、実現までに時間が
かかることから、工業移転利子補給制度のＰＲを行い市外への工
場の移転を抑制する。
また、事業が継続できるよう事業承継セミナーの開催など、事業
継続に向けた取組を行う。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 埼玉県内において有数の工業都市である本市においても、様々な
要因から事業所数は減少傾向にあり、市内での継続的な操業を支
援する必要がある。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

市内の工場に対して継続的な操業を支援するため、既存の「八潮
市工場移転資金利子補給制度」を拡充した。
また、産業競争力強化法に基づき策定した「創業支援事業計画」
による支援を、八潮市商工会等と行った。
その他、令和３年度から事業承継セミナーを開始した。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

「八潮市工場移転資金利子補給制度」を活用し、継続して市内で
操業できる環境整備を目指す。
また、「創業支援事業計画」に基づいた支援策により、市内での
創業者の増加を目指す。
事業承継セミナーについては、八潮市商工会と連携して、効果的
な取組を行う。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

活動指標でもある新規創業資金件数、成果指標である新規創業資金利子補給
額とともに目標額を達成することができなかったが、新規創業資金利子補給
を行ったことで、市内の新規創業者に対する財政的支援を行うことができ
た。また、令和３年度から事業承継セミナーを開催し、事業所が継続できる
ための取組みをスタートさせ、令和４年度も実施した。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

工場、空き工場や倉庫、工場跡地などの産業用地情報を蓄積し、県内に立地を検
討、希望する企業の様々な立地ニーズと物件マッチングを行っている埼玉県企業
立地課と連携を図り、本市で把握が可能な空き不動産の情報提供を行った。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

国

内部職員

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・関係機関と連携を図り、空き不動産の情報提供を行うなど、企業
誘致を推進する。

その他事業
事業の対象

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

4

補助費等

活力ある工業づくり

市民活力推進部

工場、空き工場や倉庫、工場跡地などの産業用地情報を蓄積し、県内に立地を検
討、希望する企業の様々な立地ニーズと物件マッチングを行っている埼玉県企業
立地課と連携を図り、本市で把握が可能な空き不動産の情報提供を行った。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計

扶助費

維持補修費

有

全市民

物件費

委員報酬

事業費（A）

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

款予算科目

国庫支出金

施策の柱(章)

企業立地推進事業

2

産業経済・観光

工業環境の整備

3

項

R3決算

・工場立地の適正化を進めるとともに、創業への支援や工業用地
の空き情報の提供等を通して企業の誘致に取り組む。
・生活環境に配慮した工業環境の整備を促進する。

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

県支出金

市債

その他

計画

―

0

―

誘致に向けた情報提供数

職員人件費（B）

単位

0

0

―

0

一般財源

0

令
和
5
年
度

実績

5

10

0

総事業費（A+B） 0

人件費率（B/（A+B））

0

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

10

工場、空き工場や倉庫、工場跡地などの産業用地情報を蓄積し、県内に立地を検
討、希望する企業の様々な立地ニーズと物件マッチングを行っている埼玉県企業
立地課と連携を図り、本市で把握が可能な空き不動産の情報提供を行う。

活動指標名

3
件

実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

不動産の空き情報のデータベース化等については、市独自で情報
を収集することやコスト面から困難であるため、埼玉県と連携を
していくことや、市内の不動産仲介を行う公益財団法人の情報提
供を行う。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
企業からの問合わせに対して、現時点では市独自の不動産の空き
情報を把握していないため、情報提供が限定的になる。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

企業からの不動産の空き情報の問合わせに対して、埼玉県が運営
する不動産物件紹介サイトや、市内の不動産仲介を行う公益財団
法人の情報を提供した。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

市内の立地可能な土地の情報については、市単独では把握が困難
であるため、引き続き埼玉県企業立地課との連携を図っていく。判

断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

企業からの不動産の空き情報等問合わせがあった場合、市単独の情報を保有
していないことから、埼玉県が運営する不動産の物件紹介サイトや、市内の
不動産仲介を行う公益財団法人の情報を提供するなどして、本市への企業立
地促進に向けた取り組みを行った。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

377,000

・八潮ブランド認定事業として認定を行った。
・八潮市優良技術者及び技能者表彰要綱に基づき選定、表彰を行った。
・市外の展示会・商談会の出展費用の補助を行った。

1,0003

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

11,987,000

国

八潮市工業振興基金条例

内部職員

10,026,710

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・市内建築関連事業者の受注機会の拡大を図るため、住宅改修費用
の一部を補助する。
・経営の安定に資する事業を対象に経費の一部を補助する。
・八潮ブランドを認定し、市内で製造されている工業製品の特長等
について市内外に情報発信する。

その他事業
事業の対象

61

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

■■

係・担当

■

無

4

補助費等

活力ある工業づくり

市民活力推進部

・八潮ブランド認定事業として認定を行った。
・八潮市優良技術者及び技能者表彰要綱に基づき選定、表彰を行った。
・市外の展示会・商談会の出展費用の補助を行った。
・例年実施してる住宅改修資金補助事業のほか、新型コロナウイルス感染症の臨
時交付金を活用し、予算を追加して住宅改修資金補助事業を実施した。
・工業振興基金を活用した産学官共同研究事業により、新商品を開発した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

12,365,000

物件費

15,821,966

委員報酬

事業費（A） 10,143,113

343,000事
業
費
の
内
訳

1,0008

事務事業名

事業目的

7款予算科目

11,987,000

国庫支出金

施策の柱(章)

工業振興事業

3

産業経済・観光

新時代に対応する工業の育成

3

項

4,396,863

R3決算

・新製品の開発や新たな研究に対する支援を行い、新時代に対応
する工業を育成する。
・市内製品のＰＲを積極的に行い、販路拡大や受注機会の拡大を
推進する。

12,331,000

R4予算 R4決算

その他

26,423

普通建設事業費

116,400

単位：円

15,795,535

県支出金

市債

その他

0.61

計画

27.4%

―

11,425,103

0.61

20,217,320

―

住宅改修資金補助件数

職員人件費（B）

単位

31.1%

4,569,261

16,982,700

―

27.2%

4,617,700

一般財源

0.61

16,987,130

令
和
5
年
度

実績

163

100

4,656,130

住宅改修資金補助対象工事額

12,365,000

総事業費（A+B）

10,143,113

14,712,374

人件費率（B/（A+B））

12,331,000

21.7%

4,395,354

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.61

82.3%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

100

・八潮ブランド認定事業として認定を行う。
・八潮市優良技術者及び技能者表彰要綱に基づき選定、表彰を行う。
・市外の展示会・商談会の出展費用の補助を行う。
・住宅改修資金補助事業を実施する。
・工業振興基金を活用して、工業の振興に寄与するＰＲを行う。
・試験機関等利用補助事業のＰＲを図る。

活動指標名

101
件

実績

計画

81,816実績

目標
千円

60,000

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

126,333

60,000

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

八潮市で製造、生産、加工、企画及び販売された優れた製品を
「八潮ブランド」として認定し、認定品を市内外に情報発信する
ことで、まちの価値や八潮産の製品等の信頼性を更に高め、本市
の知名度アップと地域の活性化を図る。

大きな課題がある

☆☆☆
順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

考えられる
対応策

総合評価

課題
埼玉県内では有数の工業都市である本市ではあるが、受注量の減
少等の問題により、年々事業所数が減少している。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題
●

現状維持増加

：現状のまま継続

住宅改修資金補助事業の実施により、市内の建築関連事業者の受
注機会の拡大で大きな効果を挙げることができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

ヒトである八潮市優良技術者及び技能者表彰と、モノである八潮
ブランド認定品を両輪として、市内外に情報発信することで、八
潮市の知名度アップと地域の活性化を図り、販売拡大と受注機会
の促進を図っていく。
住宅改修資金補助事業については、補助対象者及び建築関連事業
者双方にメリットがある事業であるため、効果等を検証し、引き
続き実施していく。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる■

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

住宅改修補助事業における活動指標及び成果指標では、いずれも目標を達成
しているほか、当該事業は、補助金利用者（市民）はもとより、市内施工事
業者からも評価が高い。

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

341,000

・駅前出張所展示コーナー及び市役所ロビー物産展示コーナーにおいて、市内製
品を市内外にＰＲし、販路拡大や受注機会の拡大を促進した。
・八潮ブランドについて、八潮市役所ロビー、駅前出張所展示コーナー及びデジ
タルサイネージにおいてＰＲを行い、販路拡大や受注機会の拡大を促進した。
・産学官連携事業で開発した新製品を、市内スーパーに宣伝し、販路拡大の協力
を行った。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

国

八潮市役所駅前出張所展示コーナー管理運営要領

内部職員

R5予算

課

商工・企業立地係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・八潮市役所及び駅前出張所の展示コーナーにおいて、市内製品を
積極的にＰＲを行い、販路拡大や受注機会の拡大を促進する。
・各種イベントを活用し、市内生産品等のＰＲを行う。

その他事業
事業の対象

41

位置付け

479伊藤　尚

16年以上11～15年

その他

6～10年

係・担当

■

無

4

補助費等

活力ある工業づくり

市民活力推進部

・駅前出張所展示コーナー及び市役所ロビー物産展示コーナーにおいて、市内製
品を市内外にＰＲし、販路拡大や受注機会の拡大を促進した。
・八潮ブランドについて、八潮市役所ロビー、駅前出張所展示コーナー及びデジ
タルサイネージにおいてＰＲを行い、販路拡大や受注機会の拡大を促進した。
・産学官連携事業で開発した新製品を、市内スーパーに宣伝し、販路拡大の協力
を行った。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

341,000

物件費

7,964

委員報酬

事業費（A） 162,030

317,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

国庫支出金

施策の柱(章)

市内生産品等展示事業

3

産業経済・観光

新時代に対応する工業の育成

3

項

R3決算

・市内製品のＰＲを積極的に行い、販路拡大や受注機会の拡大を
促進する。

317,000

R4予算 R4決算

その他

7,964

普通建設事業費

162,030

単位：円

県支出金

市債

その他

0.16

計画

79.4%

―

7,964

0.16

1,160,844

―

参加イベント

職員人件費（B）

単位

88.1%

1,198,495

1,552,200

―

78.0%

1,211,200

一般財源

0.16

1,538,280

令
和
5
年
度

実績

０

４

1,221,280

参加イベント来場人数

341,000

総事業費（A+B）

162,030

1,360,525

人件費率（B/（A+B））

317,000

99.3%

1,152,880

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.16

51.1%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

4

・駅前出張所展示コーナー及び市役所ロビー物産展示コーナーにおいて、市内製
品を市内外にＰＲし、販路拡大や受注機会の拡大を促進する。
・八潮ブランドについて、八潮市役所ロビー、駅前出張所展示コーナー及びデジ
タルサイネージにおいてＰＲを行い、販路拡大や受注機会の拡大を促進する。

活動指標名

2
回

実績

計画

0実績

目標
人

60,000

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

0

60,000

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

①ＰＲ方法について、先進自治体等の事例を研究する。
②新庁舎において、デジタルサイネージ等を用いるなど、効果的
な宣伝を行う。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加

●

● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 ①駅前出張所展示コーナーの展示方法を工夫し、ＰＲ度を高める
ことについて検討する必要がある。
②市役所１階展示コーナーの展示ケースの老朽化が進んでいる。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

八潮アネックスに新たに設置したデジタルサイネージ（電子看
板）において、八潮ブランドや特産品、推奨品のＰＲを行った。
また、産学官連携事業による商品を、市内スーパーに宣伝するな
ど、販売促進の協力を行った。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

中長期的視点で既存の展示スペースの展示環境を改善するほか、
八潮市ブランド認定品を重点的に展示し、市内生産品の販路拡大
や受注機会の拡大を促進していく。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

● 偏りがある やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

新型コロナウイルス感染症の影響により、イベントが中止されたため目標達
成ができなかったが、産学官連携事業により開発した新製品を、市内スー
パーに宣伝し、販路拡大の協力を行った。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

3,774,000

・（一社）八潮市観光協会や中川やしお子どもの水辺運営協議会等による草花の
手入れ、除草作業等の維持管理を支援するとともに、包括占用区域の更なる充実
を図った。
・開校後８年目を迎え、施設の認知度も向上している「中川やしお水辺の楽校」
が、さらに水辺に親しめ、学べる施設となるよう、国土交通省が追加整備を実施
した。また、必要な維持管理を「中川やしお子どもの水辺運営協議会」とともに
行った。
・やしお駅前公園を会場とする観光イベントの開催を支援した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

4

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

17,099,000

国

内部職員

16,316,731

R5予算

課

観光推進係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

　既存の観光拠点を利活用して、観光客数の増加につながる各種観
光イベントを開催するとともに、ソフト面を重視した観光事業の創
出にも取り組む。
　また、観光事業の実施主体となる（一社）八潮市観光協会及び中
川やしお子どもの水辺運営協議会に対し、補助金を交付する。

その他事業
事業の対象

21

位置付け

832坂口　照夏

16年以上11～15年

その他

6～10年

■■

係・担当 無

4

補助費等

水と花にふれあう観光づくり

市民活力推進部

・（一社）八潮市観光協会や中川やしお子どもの水辺運営協議会の構成団体等に
よる草花の手入れ、除草作業等の維持管理を支援するとともに、包括占用区域の
更なる充実を図った。
・開校後７年目を迎え、施設の認知度も向上している「中川やしお水辺の楽校」
が、安全な環境の中で、安心して水辺に親しむことができるよう、必要な維持管
理を、「中川やしお子どもの水辺運営協議会」とともに行った。
・やしお駅前公園を会場とする観光イベントの開催の支援は、新型コロナウイル
ス感染拡大防止のため、観光イベントが中止になり支援できなかった。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

■ 全市民

20,873,000

物件費

18,716,519

委員報酬

事業費（A） 19,202,221

3,185,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

17,541,000

国庫支出金

施策の柱(章)

観光資源開発事業

1

産業経済・観光

観光の振興

4

項

R3決算

　「水にふれあう観光」の視点から、中川やしおフラワーパーク
及び中川やしお水辺の楽校の利活用を推進するとともに、「花に
ふれあう観光」の視点から、花桃を活かした各種観光事業を実施
する。

20,726,000

R4予算 R4決算

その他

5,269,519

普通建設事業費

2,885,490

単位：円

13,447,000

県支出金

市債

その他

2.15

計画

44.2%

―

18,716,519

2.15

34,208,342

―

職員人件費（B）

単位

45.6%

16,104,771

37,148,500

―

43.8%

16,275,500

一般財源

2.15

37,136,950

令
和
5
年
度

実績

16,410,950

年間入込観光客数

20,873,000

総事業費（A+B）

19,202,221

35,306,992

人件費率（B/（A+B））

20,726,000

45.3%

15,491,823

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 2.15

92.6%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

・（一社）八潮市観光協会や中川やしお子どもの水辺運営協議会等による草花の
手入れ、除草作業等の維持管理を支援するとともに、包括占用区域の更なる充実
を図る。
・開校後９年目を迎え、施設の認知度も向上している「中川やしお水辺の楽校」
が、安全な環境の中で、安心して水辺に親しむことができるよう、必要な維持管
理を、「中川やしお子どもの水辺運営協議会」とともに行う。
・やしお駅前公園を会場とする観光イベントの開催を支援する。

活動指標名

実績

計画

5,000実績

目標
人

211,000

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

0

212,000

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い●

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

（一社）八潮市観光協会と随時協議を行いながら、課題等を共有
し、課題解決に向けた取組を計画的に行う。また、利用者のマ
ナー向上に向けた啓発等を行い、環境美化意識の高揚を図る。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加● 削減

判断理由

事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
中川やしおフラワーパークの施設運営管理は、従来のボランティ
ア主体から、民間業者への委託による対応へシフトしたものの、
維持管理費用が必要な状況となっている。また、川からのゴミの
漂流や利用者のゴミの不法投棄により、事務局（職員）の事務負
担が増加傾向にある。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

コロナ禍ではあったが、夜市以外の観光イベントを開催すること
ができた。また、中川やしおフラワーパーク内で四季折々の花が
鑑賞できるように維持管理に努めた。
このほか、中川やしお水辺の楽校に災害体験用水中歩行路やカ
ヌー昇降口などが追加整備され、さらに水辺に親しめ、学べる施
設となった。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

「中川やしお水辺の楽校」のさらなる利用促進及び「やしお駅前
公園」における観光イベントの開催など、本市の特徴を生かした
新たな観光資源の開発を進める。
また、「中川やしお水辺の楽校」は、計画的な修繕等を行いなが
ら常に良好な環境を推進する。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

コロナ禍ではあったが、朝市、観光物産フェアや花桃まつりなどの観光イベ
ントを開催することができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

■ 民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した

402



事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

・産業観光の観光資源を発掘し、体験型観光への結びつけの検討をした。
・市内の特色ある工場の認知度を高めるため、工場見学会を開催した。
（出前講座民間企業編：工場見学）

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

国

内部職員

R5予算

課

観光推進係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

　工場見学及びものづくり体験事業の実施。

その他事業
事業の対象

位置付け

832坂口　照夏

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当 無

4

補助費等

水と花にふれあう観光づくり

市民活力推進部

・産業観光の観光資源を発掘し、体験型観光への結びつけの検討した。
・市内の特色ある工場の認知度を高めるための工場見学会については、新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のため、開催することができなかった。
（出前講座民間企業編：工場見学）

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計

扶助費

維持補修費

有

■ 全市民

0

物件費

0

委員報酬

事業費（A） 0

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

款予算科目

国庫支出金

施策の柱(章)

ものづくり体験見学会実施事業

2

産業経済・観光

産業観光の促進

4

項

R3決算

「ものづくりのまち」である本市の特色を活かして、工場見学及
びものづくり体験を中心とする観光振興に結びつく事業を実施す
ることにより、市内外からより多くの観光客を誘致するととも
に、産業の融合を促進し、経済波及効果を高める。

0

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

県支出金

市債

その他

0.00

計画

―

0.00

0

―

工場見学・体験実施事業者
数

職員人件費（B）

単位

0

0

―

0

一般財源

0.00

0

令
和
5
年
度

実績

0

8

0

工場見学・体験人数

総事業費（A+B） 0

人件費率（B/（A+B））

0

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.00

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

8

・産業観光の観光資源を発掘し、体験型観光への結びつけを検討する。
・市内の特色ある工場の認知度を高めるため、工場見学会を開催する。
（出前講座民間企業編：工場見学）

活動指標名

1
社

実績

計画

4実績

目標
人

260

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

0

270

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

市や商工会等の支援機関が中心となり、体験事業を受け入れる事
業者の利益につながるような取組づくりを検討する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 製造業者における体験事業の受け入れは、人件費を中心とする経
費の増大と生産性の低下がネックとなり、対応できないケースが
多い。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

コロナ禍ではあるが、工場見学を再開し実施した事業所があり、
少しずつ体験事業の実施ができる状況になってきた。
また、体験型観光についての検討をすることができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

ものづくり体験ができる事業所を増やすための仕組みについて、
引き続き検討する。判

断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

コロナ禍であったが、久しぶりに工場見学の申し込みがあり、見学会を実施
することができた。引き続き、ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた体
験型観光について検討を行った。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

200,000

・つくばエクスプレス沿線自治体や(一社)八潮市観光協会など、各種観光関連機
関と連携して積極的に本市の魅力をＰＲした。
・八潮市観光ガイドブック「るるぶ特別編集八潮市」を、（一社）八潮市観光協
会と連携し、市内各種イベントで配布したほか、市外で行われる観光イベント等
でも配布し、有効的に活用した。
・観光啓発用のポスター及びＰＲ幕、うちわ等を作成した。
・デジタルサイネージに様々な観光情報を掲載し、観光ＰＲに努めた。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

4

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

国

内部職員

R5予算

課

観光推進係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

　チラシ・ポスター・冊子・デジタルサイネージ等、さまざまな媒
体を活用して、本市の観光情報を広く発信する。

その他事業
事業の対象

31

位置付け

832坂口　照夏

16年以上11～15年

その他

6～10年

■■

係・担当 無

4

補助費等

水と花にふれあう観光づくり

市民活力推進部

・つくばエクスプレス沿線自治体や(一社)八潮市観光協会など、各種観光関連機
関と連携して積極的に本市の魅力をＰＲした。
・八潮市観光ガイドブック「るるぶ特別編集八潮市」を、（一社）八潮市観光協
会と連携し、市内各種イベントで配布する予定であったが、新型コロナウイルス
感染拡大防止のため、観光イベントが中止になり、配布できなかった。
・観光啓発用バナースタンドを作成した。
・八潮駅前のデジタルサイネージに観光情報を掲載し、観光ＰＲに努めた。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

■ 全市民

200,000

物件費

183,280

委員報酬

事業費（A） 191,204

200,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

7款予算科目

国庫支出金

施策の柱(章)

観光情報充実事業

3

産業経済・観光

観光情報の提供

4

項

R3決算

　本市の観光の魅力を発信し、観光客数の増加につなげる。

200,000

R4予算 R4決算

その他

183,280

普通建設事業費

191,204

単位：円

県支出金

市債

その他

0.50

計画

95.0%

―

183,280

0.50

3,786,030

―

観光情報の提供

職員人件費（B）

単位

95.1%

3,745,296

3,985,000

―

95.0%

3,785,000

一般財源

0.50

4,016,500

令
和
5
年
度

実績

16

25

3,816,500

年間入込観光客数

200,000

総事業費（A+B）

191,204

3,936,500

人件費率（B/（A+B））

200,000

95.2%

3,602,750

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.50

95.6%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

100

・つくばエクスプレス沿線自治体や(一社)八潮市観光協会など、各種観光関連機
関と連携して積極的に本市の魅力をＰＲする。
・八潮市観光ガイドブック「るるぶ特別編集八潮市」を、（一社）八潮市観光協
会と連携し、市内各種イベントで配布するほか、市外で行われる観光イベント等
でも配布するなど、有効的に活用する。
・観光啓発用シール等を作成し、本市の観光ＰＲにつなげる。
・デジタルサイネージに様々な観光情報を掲載し有効活用を図る。

活動指標名

50
回

実績

計画

5,000実績

目標
人

211,000

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

0

212,000

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

ＳＮＳを活用した積極的な観光情報の発信や、テレビ・ラジオ等
の影響力が高い媒体に取り上げられるよう事業展開をする。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題 広報やしお、ＨＰ、ポスター、チラシ等の媒体を利用した観光情
報の提供は全て行っているが、より効果的な工夫や魅力ある情報
提供の手法を研究する必要がある。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

デジタルサイネージや元気アップサイトを活用し、市内観光情報
等の提供を行った。また、観光ガイドブック「るるぶ特別編集八
潮市」を埼玉県フェアや秋葉原駅前にある「ＴＸ　ＰＬＡＺＡ秋
葉原」等で配布したほか、観光ＰＲポスターやバナースタンドを
活用したＰＲ活動ができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

既存の情報提供事業を継続するとともに、より効果的な情報提供
の方法等について検討する。判

断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）
市民まつりなどの大きなイベントが中止となったことから、活動指標及び成
果指標とも目標達成はできなかったが、デジタルサイネージや元気アップサ
イトを活用し、市内観光情報等の提供を行った。また、秋葉原駅前にある
「ＴＸ　ＰＬＡＺＡ秋葉原」において、市の観光ＰＲを行った。このほか、
観光イベントである「花桃まつり」を開催し、市内外から多くの観光客が訪
れた。（２日間の予定であったが、荒天のため１日中止）

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

　

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

■ 民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

3,702,000

令
和
4
年
度

担当者名 内線

12,413,000

・勤労青少年福祉施設として適切に維持管理した。
・まんまるよやくシステムにより公共施設として一般利用に供した。

1,500,000

700,000

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

2,545,300

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

29,000

国

45,694,000

八潮市勤労者青少年ホーム設置及び管理条例等

■

内部職員

0

R5予算

課

勤労者福祉・スポーツセンター

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・施設の維持管理を行う。
・事業目的に支障のない範囲で、まんまるよやくシステムにより公
共施設として一般利用に供する。

その他事業
事業の対象

31

位置付け

#63宮下 泰朗

16年以上11～15年

その他

6～10年

係・担当 無

５市１町内外

4

補助費等

いきいきと働ける就業環境づくり

市民活力推進部

・勤労青少年福祉施設として適切に維持管理した。
・まんまるよやくシステムにより公共施設として一般利用に供した。
・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、館内トイレの洋
式化及び自動水栓化を実施した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

13,942,000

物件費

17,937,978

委員報酬

事業費（A） 57,954,983

7,535,000

11,439,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

5款予算科目

29,000

国庫支出金

施策の柱(章)

勤労青少年ホーム充実事業

1

産業経済・観光

労働福祉の充実

5

項

6,620,777

R3決算

　働く若者の福祉の増進及び健全な育成を図るため、勤労青少年
ホーム及び勤労者体育センターを適切に維持管理する。

11,468,000

R4予算 R4決算

その他

10,402,978

普通建設事業費

12,260,983

単位：円

0

県支出金

市債

その他

1.00

計画

2,538,000

40.0%

―

2,645,500

8,671,701

1.00

25,143,477

―

勤労青少年ホーム年間開館
日数

職員人件費（B）

単位

11.4%

7,490,591

21,512,000

―

35.2%

7,570,000

一般財源

1.00

19,101,000

令
和
5
年
度

実績 296

296

300

7,633,000

勤労青少年ホーム施設利用率

9,540,000

総事業費（A+B）

55,409,683

65,445,574

人件費率（B/（A+B））

8,930,000

28.7%

7,205,499

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 1.00

505.4%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

300

・勤労者の福祉及び市民の余暇活動の増進を図る施設として、利用者が安全・安
心に利用することができるように施設を維持管理する。
・まんまるよやくシステムにより施設予約等を管理する。

活動指標名

勤労者体育センター年間開
館日数

日
300

297

300 勤労者体育センター施設利用
率

％
225

日
実績

計画

30.3実績

目標
％

30

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

27.4

30

90目標

92.1

90

87.33実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

　B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

利用者が安心して利用することができる施設として維持管理して
いくため、計画的な改修及び修繕を実施していく。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
施設開設してから３８年が経過していることから、老朽化による
影響が各所に表れている。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

施設全体での通常貸出期間における利用率は昨年度より増加し
た。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

●

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

■
今後の

実施方針
（改善方針）

文化スポーツセンターの一部代替施設として活用されることか
ら、利用者が安全・安心して利用できるように施設管理をしてい
く。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

開館日数については、勤労者体育センターについては、１月から３月に改修
工事により利用中止としたことから活動指標目標を達成できなかった。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

　

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

　

■ 民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる　

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

■活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

673,000

・勤労青少年スポーツ大会(９月バスケットボール大会)を利用者の会に委託し実
施した。
・若年者就職相談を実施した。
・まんまるよやくシステムにより施設予約等を管理した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

2

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

722,000

国

八潮市勤労青少年ホーム設置及び管理条例等

■

内部職員

0

R5予算

課

勤労青少年ホーム･勤労者体育センター係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・若年者職業能力向上講座等の開催
・勤労青少年交流事業の開催（バスケットボール大会、フットサル
大会、ゆまにて祭）
・若年者就職相談事業
・身寄りのない２０歳未満の者の住宅支援及び身元保証

その他事業
事業の対象

41

位置付け

＃６３宮下　泰朗

16年以上11～15年

その他

6～10年

係・担当 無

５市１町内外

4

補助費等

いきいきと働ける就業環境づくり

市民活力推進部

・バドミントン講座、パソコン講座を開催した。
・勤労青少年スポーツ大会を利用者の会に委託し実施した。
・若年者就職相談を実施した。
・勤労者体育センターとして適切に維持管理した。
・まんまるよやくシステムにより公共施設として一般利用に供した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

1,431,000

36,000

物件費

633,900

委員報酬

事業費（A） 301,000

687,000

36,000

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

5款予算科目

722,000

国庫支出金

施策の柱(章)

勤労青少年福祉推進事業

1

産業経済・観光

労働福祉の充実

5

項

R3決算

・働く若者の福祉の増進及び健全な育成を図るため、勤労青少年
福祉事業を実施する。
・若者の安定雇用のため、就業支援事業を実施する。

1,445,000

R4予算 R4決算

その他

615,900

普通建設事業費

301,000

単位：円

0

18,000

県支出金

市債

その他

1.10

計画

85.3%

―

633,900

1.10

8,559,949

―

若年者職業相談

職員人件費（B）

単位

96.5%

8,239,650

9,758,000

―

85.3%

8,327,000

一般財源

1.10

9,841,300

令
和
5
年
度

実績

22

24

8,396,300

勤労青少年ﾎｰﾑ利用者会の充
実・拡大

1,431,000

総事業費（A+B）

301,000

8,540,650

人件費率（B/（A+B））

1,445,000

92.6%

7,926,049

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 1.10

20.8%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

29

・スポーツ指導講座、パソコン講座を開催する。
・勤労青少年スポーツ大会を利用者の会に委託し実施する。
・若年者就職相談を実施する。
・まんまるよやくシステムにより施設予約等を管理する。

活動指標名

23
回

実績

計画

30実績

目標
人

50

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

30

50

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

　

■ 当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

　

課題はほとんどない

本田　貴裕

●B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

若年者就業相談を効果的に周知すること。また、勤労青少年ホー
ム利用者の会の充実を図るため、魅力ある事業を展開し、利用者
同士の交流を推進する。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
若年者の就業支援及び、勤労青少年ホーム利用者の会の活動を充
実していくことが求められる。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

若年者就業相談件のニーズはあるものと考えるため、事業の継続
は必要と判断する。勤労青少年交流事業は利用者の会の意見を聴
き、より充実した事業展開を図ることが必要である。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

・若年者就業相談は、効果的な周知を検討し今後も継続してい
く。
・勤労者青少年交流事業は、広く利用者が交流できる事業展開を
検討する。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 　 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある 　●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

　

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

新型コロナウイルスが収束しない状況であり、かつ、施設改修により一部実
施できなかった事業はあったが、若年者就業相談は感染防止対策を実施して
いくことにより事業を継続実施することができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

■ 成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

・労働団体事業補助金については、労働環境改善のための調査及び研修費、その
他労働組合の資質を高めるための事業に対し、補助金を交付した。
・埼玉土建国保・建設国保組合助成金については、健康保険事業の安定を図り、
もって労働者の福祉の向上を目的とするため、労働団体が行う保健活動事業に対
し助成金を交付した。
・埼玉労働局、埼玉県産業労働部所管課と連携を図り、情報の提供や労働相談の
案内を行い、また、雇用状況などの調査研究を行った。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

1

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

905,000

国

八潮市労働団体事業費助成金交付要綱

■

内部職員

809,750

R5予算

課

消費・労政係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・労働団体事業補助金は、労働環境改善のための調査及び研修、労
働組合の資質を高めるための事業に対し補助する。
・埼玉土建国保・建設国保組合助成金は、健康保健事業の安定を図
り、労働者の福祉の向上を目的に、労働団体が行う保健活動事業に
対し助成金を交付する。

その他事業
事業の対象

21

位置付け

832坂口　照夏

16年以上11～15年

その他

6～10年

係・担当

■

無

労働団体

4

補助費等

いきいきと働ける就業環境づくり

市民活力推進部

・労働団体事業補助金については、労働環境改善のための調査及び研修費、その
他労働組合の資質を高めるための事業に対し、補助金を交付した。
・埼玉土建国保・建設国保組合助成金については、健康保険事業の安定を図り、
もって労働者の福祉の向上を目的とするため、労働団体が行う保健活動事業に対
し助成金を交付した。
・埼玉労働局、埼玉県産業労働部所管課と連携を図り、情報の提供や労働相談の
案内を行い、また、雇用状況などの調査研究を行った。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

905,000

物件費

816,750

委員報酬

事業費（A） 809,750

事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

5款予算科目

1,130,000

国庫支出金

施策の柱(章)

労働者団体事業費補助事業

1

産業経済・観光

労働福祉の充実

5

項

R3決算

・労働問題に関する情報の提供や相談業務の案内等、労働環境の
改善に向けた支援を行う。

1,130,000

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

816,750

県支出金

市債

その他

0.21

計画

58.7%

―

816,750

0.21

2,329,905

―

労働団体事業補助金額

職員人件費（B）

単位

66.0%

1,573,024

2,494,700

―

63.7%

1,589,700

一般財源

0.21

2,732,930

令
和
5
年
度

実績 737

80

80

1,602,930

905,000

総事業費（A+B）

809,750

2,382,774

人件費率（B/（A+B））

1,130,000

64.9%

1,513,155

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.21

71.7%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

80

・労働団体事業補助金については、労働環境改善のための調査及び研修費、その
他労働組合の資質を高めるための事業に対し、補助金を交付する。
・埼玉土建国保・建設国保組合助成金については、健康保険事業の安定を図り、
もって労働者の福祉の向上を目的とするため、労働団体が行う保健活動事業に対
し助成金を交付する。
・埼玉労働局、埼玉県産業労働部所管課と連携を図り、情報の提供や労働相談の
案内を行い、また、雇用状況などの調査研究を行う。

活動指標名

埼玉土建国保・建設国保組
合助成金額

千円
1050

80

729

729

千円
実績

計画

実績

目標

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

　

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

草加・八潮地区労働組合の活動を引き続き支援する。

大きな課題がある

☆☆☆
順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題

草加・八潮地区労働組合への市内加盟団体数が限られている。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

労働団体事業補助金では、団体の事業経費に対し補助金を交付し
た。また、埼玉土建国保・建設国保組合助成金では、労働団体が
行う保健活動事業に対し助成金を交付し、労働者の福祉の向上に
繋がる支援ができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

草加・八潮地区労働組合、埼玉土建国民健康保険組合及び埼玉県
建設国民健康保険組合の活動を引き続き支援する。判

断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

労働団体事業補助金及び埼玉土建国保・建設国保組合助成金について、目標
補助金額と同額を交付し、労働者の地位向上を図るための事業や健康保険事
業の安定を図る事業に対する支援ができた。

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した

412



事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

8,500,000

令
和
4
年
度

担当者名 内線

・中小企業退職金共済補助制度：
　中小企業退職金共済及び八潮市商工会特定退職金共済制度に新規加入した中小
企業に対し、その掛金の一部を２４か月補助し、従業員の福祉の増進と雇用の安
定を増進した。
・勤労者住宅資金融資制度：
　中央労働金庫へ預託し、預託金額の７倍の融資枠内で融資あっせんを行う制度
であるが新規の融資あっせんはなかった。

8,500,0008,500,000

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

1

8,500,000

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

2,595,000

国

八潮市中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱

■

内部職員

2,021,500

R5予算

課

消費・労政係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

● 市 県

所属コード 1602000

・中小企業退職金共済制度については、中小企業退職金共済及び八
潮市商工会特定退職金共済制度に新規加入した中小企業に対し、そ
の掛金の一部を２４か月補助する。
・勤労者住宅資金融資制度については、中央労働金庫へ預託し、預
託金額の７倍の融資枠内で融資あっせんを行う。

その他事業
事業の対象

31

位置付け

832坂口　照夏

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

市内事業所の一部

4

補助費等

いきいきと働ける就業環境づくり

市民活力推進部

・中小企業退職金共済補助制度：
　中小企業退職金共済及び八潮市商工会特定退職金共済制度に新規加入した中小
企業に対し、その掛金の一部を２４か月補助し、従業員の福祉の増進と雇用の安
定を増進した。
・勤労者住宅資金融資制度：
　中央労働金庫へ預託し、預託金額の７倍の融資枠内で融資あっせんを行う制度
であるが新規の融資あっせんは無かった。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

11,095,000

物件費

9,776,700

委員報酬

事業費（A） 10,521,500

事
業
費
の
内
訳

8,500,0008,500,000

事務事業名

事業目的

5款予算科目

2,595,000

国庫支出金

施策の柱(章)

就業環境整備事業

2

産業経済・観光

就業環境の整備促進

5

項

R3決算

・中小規模の事業者の福利厚生制度の充実に努めるため、退職金
共済制度の加入を促進するとともに、勤労者住宅資金融資制度に
より、労働者の住宅取得を支援する。また、誰もが働きやすい就
業環境の実現を促進する。

11,095,000

R4予算 R4決算

その他

普通建設事業費

単位：円

1,276,700

県支出金

市債

その他

0.20

計画

8,500,000

12.1%

―

8,500,000

1,276,700

0.20

11,217,800

―

中小企業退職金共済掛金補
助金額

職員人件費（B）

単位

12.5%

1,498,118

12,609,000

―

12.0%

1,514,000

一般財源

0.20

12,621,600

令
和
5
年
度

実績

1,277

2,120

1,526,600

中小企業退職金共済掛金対象
者数

2,595,000

総事業費（A+B）

2,021,500

12,019,618

人件費率（B/（A+B））

2,595,000

12.8%

1,441,100

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.20

94.8%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

1,500

・中小企業退職金共済補助制度：
　中小企業退職金共済及び八潮市商工会特定退職金共済制度に新規加入した中小
企業に対し、その掛金の一部を２４か月補助し、従業員の福祉の増進と雇用の安
定を増進する。
・勤労者住宅資金融資制度：
　中央労働金庫へ預託し、預託金額の７倍の融資枠内で融資あっせんを行う。

活動指標名

2,022
千円

実績

計画

211実績

目標
人

199

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

208

188

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

■

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

市内勤労者のための就業環境整備事業について、この融資制度を
含めた制度の内容検討を行うほか、既存制度について市広報等を
活用してＰＲを行う。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
勤労者住宅資金融資制度について、民間金融機関の利率が低いこ
とから利用者がいない状況である。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

中小企業退職共済掛金補助事業について、多くの申し込みに対応
できるよう予算枠を確保し、市内の中小企業で働く従業員の福祉
の増進と雇用の安定を図るための支援ができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

引き続き就業環境整備事業の活用促進に向けたＰＲを行うほか、
内容の検討を行う。判

断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

市内中小企業で働く従業員の福祉の増進と雇用の安定を図るための支援がで
きた。

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

　 B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

■活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

1,000

・労働問題に関する正しい知識や教養を深めるため、埼玉県、八潮市、八潮市商
工会との三者共催事業として使用者向けセミナーを動画配信により実施した。
・市と八潮市商工会の共催事業として対面式の労働セミナーを開催した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

1

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

20,000

国

内部職員

13,125

R5予算

課

消費・労政係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・労働問題に関する正しい知識の普及や意識啓発を図るため、埼玉
県や八潮市商工会との共催により労働セミナーを１回開催する。

その他事業
事業の対象

41

位置付け

832坂口　照夏

16年以上11～15年

その他

6～10年

係・担当 無

4

補助費等

いきいきと働ける就業環境づくり

市民活力推進部

・労働問題に関する正しい知識や教養を深めるため、埼玉県、八潮市、八潮市商
工会との三者共催事業として使用者向けセミナーを１回開催した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

■ 全市民

21,000

物件費

13,355

委員報酬

事業費（A） 13,325

1,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

5款予算科目

20,000

国庫支出金

施策の柱(章)

労働セミナー開催事業

3

産業経済・観光

労働教育の推進

5

項

R3決算

・労働セミナー等の開催を通して事業所や関係機関と協働し労働
教育に努め、労働問題に関する正しい知識の普及を推進するとと
もに、多様な働き方の実現に向けて意識啓発を実施する。

21,000

R4予算 R4決算

その他

230

普通建設事業費

200

単位：円

13,125

県支出金

市債

その他

0.37

計画

99.3%

―

13,355

0.37

2,679,390

―

セミナー実施回数

職員人件費（B）

単位

99.5%

2,771,519

2,821,900

―

99.3%

2,800,900

一般財源

0.37

2,845,210

令
和
5
年
度

実績

1

1

2,824,210

セミナー受講生

21,000

総事業費（A+B）

13,325

2,784,844

人件費率（B/（A+B））

21,000

99.5%

2,666,035

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.37

63.5%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

1

・労働問題に関する正しい知識や教養を深めるため、埼玉県、八潮市、八潮市商
工会との三者共催事業として労働者向けセミナーを開催する。
・市と八潮市商工会の共催事業として対面式の労働セミナーを開催する。

活動指標名

1
回

実績

計画

10実績

目標
人

40

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

13

20

目標

実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他 労働問題に関する正しい知識を身に付ける機会を提供するこ
とにより、より良い職場環境づくりを目指す。

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

参加者の興味を喚起させるようなテーマや社会情勢に即したテー
マの選定を行う。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
労働セミナーの日時の設定や魅力を感じる講義内容などが課題と
なっている。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

県の動画配信方式による労働セミナーは、受講の機会の拡充に繋
がった。
また、八潮市商工会との共催により対面方式での労働セミナーに
より、さらに労働問題に関する正しい知識等を深めることができ
た。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

社会情勢に即し、参加者の興味を喚起させるような内容の選定が
行えるよう情報収集に努める。判

断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

県との共催によるセミナーの開催方法が動画配信方式と変更になったが、八
潮市商工会との共催により、対面方式でのセミナーを開催することができ
た。セミナーの受講生数は目標に達していないが、労働問題に関する正しい
知識や教養を深めることができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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事務事業評価シート（対象：R4年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

令
和
4
年
度

担当者名 内線

277,000

・草加公共職業安定所等との連携により、求人情報を毎週１回情報提供した。
（情報紙配布及び市ホームページ掲載）
・内職相談を毎週火曜日、午前１０時から午後３時３０分まで実施した。
・八潮市ふるさとハローワークの利用促進につなげるため、継続的なＰＲを行っ
た。特に小学校入学前の保護者に情報発信を積極的に実施した。

令
和
3
年
度

事業の実施状況（見込み）

1

商工観光課

根拠法令等

市民の一部

210,000

国

八潮市若年者雇用定着支援事業奨励金交付要綱

■

内部職員

82,000

R5予算

課

消費・労政係

部

目

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

● 市 県

所属コード 1602000

・草加公共職業安定所等発行の求人情報紙の提供
・内職相談
・若年者雇用定着支援補助
・八潮市ふるさとハローワークのＰＲ

その他事業
事業の対象

51

位置付け

832坂口　照夏

16年以上11～15年

その他

6～10年

■

係・担当

■

無

市内事業所の一部

4

補助費等

いきいきと働ける就業環境づくり

市民活力推進部

・草加公共職業安定所等との連携により、求人情報を毎週１回情報提供した。
（情報紙配布及び市ホームページ掲載）
・内職相談を毎週火曜日、午前１０時から午後３時３０分まで実施した。
・八潮市ふるさとハローワークの利用促進につなげるため、継続的なＰＲを行っ
た。特に小学校入学前の保護者に情報発信を積極的に実施した。

事業概要

大施策(節)

基本施策

会計 01

扶助費

維持補修費

有

全市民

487,000

物件費

801,067

委員報酬

事業費（A） 271,131

277,000事
業
費
の
内
訳

事務事業名

事業目的

5款予算科目

210,000

国庫支出金

施策の柱(章)

雇用安定事業

4

産業経済・観光

雇用の安定

5

項

R3決算

・草加公共職業安定所や八潮市ふるさとハローワーク等の関係機
関との連携により、若年者や高齢者、障がいのある人、女性、外
国人等、一人ひとりに応じた就労情報を提供する。また、家庭外
で働くことが困難な人に対して、内職に関する求人、求職の相談
及びあっせんを行うことにより、就労の機会を提供する。

487,000

R4予算 R4決算

その他

719,067

普通建設事業費

189,131

単位：円

82,000

県支出金

市債

その他

0.57

計画

89.9%

―

801,067

0.57

4,908,201

―

内職相談件数

職員人件費（B）

単位

94.0%

4,269,637

4,801,900

―

89.9%

4,314,900

一般財源

0.57

4,837,810

令
和
5
年
度

実績

287

300

4,350,810

内職あっせん件数

487,000

総事業費（A+B）

271,131

4,540,768

人件費率（B/（A+B））

487,000

83.7%

4,107,134

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年） 0.57

55.7%

令和3年度

財
源
の
内
訳

令和4年度

300

・草加公共職業安定所等との連携により、求人情報を毎週１回情報提供する。
（情報紙配布及び市ホームページ掲載）
・内職相談を毎週火曜日、午前１０時から午後３時３０分まで実施する。
・若年者雇用定着支援補助について草加公共職業安定所と連携し、国のトライア
ル雇用事業が終了した者を引き続き常用雇用した事業主に対し、３ヶ月を限度に
奨励金を交付する。
・八潮市ふるさとハローワークの利用促進につなげるため、新庁舎の移転を進め
継続的なＰＲを行う。特に小学校入学前の保護者に情報発信を積極的に実施す

活動指標名

271

若年者補助事業所数 件

件
実績

計画

55実績

目標
件

90

単位成果指標名 令和4年度令和3年度

61

85

2目標

0

2

0実績
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■事業の評価　（R4年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

R4年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

評価者名

■

●

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

課題はほとんどない

本田　貴裕

B：高い

判
断
理
由

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

八潮市ふるさとハローワークの利用促進に繋げるため、新庁舎移
転など施設のＰＲを効果的に行うとともに、草加公共職業安定所
との連携を図る。

大きな課題がある

☆☆
概ね順調

増加 ● 削減

判断理由

●事業費 削減

効率・簡素化

：他事業と統合して継続

手段を改善

●

考えられる
対応策

総合評価

課題
地域に密着した就労相談施設である八潮市ふるさとハローワーク
の利用促進を図り、利用者の増加を図る。

ある程度課題がある

評価時点で認識されている問題・課題

現状維持増加

：現状のまま継続

八潮市ふるさとハローワークの年間修了者数は国の示す数値に届
いていないが、新型コロナの影響により求人募集が少ない状況を
鑑みると相当数であると考えられる。
また、八潮市ふるさとハローワークの新庁舎移転に向けての協議
も順調に行われた。
内職相談を毎週火曜日に実施し、求職の相談及びあっせんを行
い、就労の機会を提供することができた。

経営資源

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

：見直して継続

●

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

余地がある

今後の
実施方針

（改善方針）

八潮市ふるさとハローワークの新庁舎移転について、周知を図る
とともに、利用者増加に向けてＰＲを積極的に実施していく。
また、若年者雇用定着支援事業の活用に向けた新たな取り組み手
法について検討を行う。

判
断
理
由

その他

余地がない

（R5年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

現状維持労働量

偏りがある ● やや偏りがある 偏りがない 非該当

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

余地がある ●

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地が大きい

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

若年者補助事業所数は、申請がなかったため達成できなかったが、事業の周
知に努めた。
令和４年度も引き続き新型コロナの影響で、内職相談件数及び内職あっせん
件数ともに目標達成はできなかったが、内職相談により就労の機会を提供す
ることができた。

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

成果を高める工夫が考えられる

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

● B：概ね達成できた(80%以上) C：達成できなかった（80%未満）

活動指標の目標を達成した
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